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地域連携機構
時代の先駆となるアイデアや研究シーズを
社会に実装することで、地域の未来に貢献

www.chiikirenkei.org
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高知工科大学らしい、専門性に根ざした
実のある地域貢献を目指します

高知工科大学地域連携機構は、2009 年度の公立大学法人化を
契機に、地域との連携を一層強化することを意図して設立されま
した。

これまでに、地域とのつながりの強い専門分野の教員を集約し
て地域連携に力を注いで参りました。その結果、木質バイオマス
発電や木質ペレットの普及促進により地域でのエネルギー自給
を目指すグリーン・エネルギー研究所、スラリーアイスを使った
生鮮魚類の鮮度保持や凍結濃縮、高知県などの地方の道路事情等
に即した交通システムを提起した草の根ＩＴＳ、地域防災システ
ムや地域情報通信、有用植物資源、など、それぞれの教員の専門分
野に基づく具体的な成果を発信してきました。

本学では、それぞれの教員の専門性を極限まで追求しつつ、そ
れに基づいて地域に貢献していくという方針を打ち出していま
す。この方針に則り、高知県が抱える様々な課題の解決に寄与し
ていくことを目標とするなかで、例えば、地域の里山フィールド
の課題等を工学の専門性を発揮することで解決を目指す里山工
学など、今まで存在しなかった新たな研究領域として注目をされ
る取り組みも始まっています。
このような流れの中で、多彩な分野の先端研究の成果をより一

層積極的に社会貢献に活かすために、設立 10 年を機にこれまで
のセンター制を見直し、地域に根付くような「産業育成」、インフ
ラや防災などの「都市マネジメント」、里山生活を工学的にサポー
トする「里山創成」という３つのユニットを中心として活動する
体制に発展的に移行しました。ユニットというゆるやかな枠組み
で柔軟に連携して、研究者個々の専門性を様々な形態で活かせる
場や機会をなるべく多く創れる環境を醸成することを意図して
います。さらに、これらの研究ユニット群と横断的に連携する組
織として、研究ユニットと地域産業・地域行政・地域社会との連
携を円滑にする役割を担った「社会連携センター」、地域での教育
を総合的にサポートする「地域教育支援センター」を附置してい
ます。

地域連携機構は、大学の社会貢献に対する強い要請に応えて、
高知工科大学らしい専門性に根差した地域貢献のあり方を今後
とも追求したいと考えています。地域の皆様方のご支援・ご協力
を引き続きよろしくお願い申し上げます。

岩田 誠
Iwata Makoto
地域連携機構長

木村 良
K i m u r a  R y o

地域連携機構長補佐
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　地域連携機構は、2009 年、本学の公立大学法人化に際して、「大学の地域貢献」をより強力に推進するため設立され
ました。以来、機構を構成する各研究室は大学らしい戦略的な貢献を目指し、それぞれ独自のシーズを活かして地域の
未来につながる様々なプロジェクトを実施してきました。
　これらは大別すると、地域に根ざした産業振興を目指す「産業育成」、社会基盤の維持にかかる「都市マネジメント」、
そして新たな地域の価値創造を目指す「里山創成」の３つに分けられます。
　今後は、これまでの経験と実績を踏まえて、 「産業育成」、「都市マネジメント」、「里山創成」をあらためて３つの目標
として掲げ、それぞれにより具体的な成果を目指します。
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　これまで地域連携機構の各研究室では、
・県内企業の技術支援＜竹田、松本、熊谷＞
・一次産業の高付加価値化＜坂輪、渡邊、松本、菊池＞
・再生可能エネルギー事業の創出＜永野、那須、菊池＞　
などのプロジェクト実績を重ねてきました。

　これからはさらに植物資源活用や地域エネルギー活用など、
産業育成に向けて主題を絞り、複数のプロジェクトを有機的に
関連付けて総合的な展開を目指します。
このため地域産業育成研究ユニットを設定します。
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産業育成

　ここでいう「都市マネジメント」とは、都市化した現代社会
の機能維持更新に係る様々な課題を集約した概念と定義します。
これまで機構の各研究室では、
・地域の交通問題への対応＜熊谷、朴、重山＞
・防災・減災企画＜中田、那須、甲斐＞
・都市インフラ更新への提案＜那須、高木＞

・地方行政支援＜松本、渡邊、那須＞
など様々な実績を重ねてきました。
　これからは、社会マネジメントシステム学の考え方をさらに
前面に出し、様々な課題群の構造的な把握と解決を目指します。
　このため都市マネジメント研究ユニットを設定します。
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前面に出し、様々な課題群の構造的な把握と解決を目指します。
　このため都市マネジメント研究ユニットを設定します。

都市マネジメント

　2016 年度から、地域連携機構、社会システム工学群、環境理
工学群、情報学群などから計十数名の研究者が参画して、「里山
基盤整備の社会実装モデルプロジェクト」を開始しました。大
学近郊の里山に実証フィールドを設定して、少子高齢化に直面
する地域における生活・生業の再構築に集学的に取り組み始め
ました。＜高木＞

　2017 年、GIS を方法の核とする集学的なアプローチを里山工
学と名付けました。
　これからは、機構を窓口に各学群教員が学術シーズを持ち寄っ
て、里山の課題解決を図りつつ里山工学の体系を確立すること
を目指します。
　このため里山創成研究ユニットを設定します。

　2016 年度から、地域連携機構、社会システム工学群、環境理
工学群、情報学群などから計十数名の研究者が参画して、「里山
基盤整備の社会実装モデルプロジェクト」を開始しました。大
学近郊の里山に実証フィールドを設定して、少子高齢化に直面
する地域における生活・生業の再構築に集学的に取り組み始め
ました。＜高木＞

　2017 年、GIS を方法の核とする集学的なアプローチを里山工
学と名付けました。
　これからは、機構を窓口に各学群教員が学術シーズを持ち寄っ
て、里山の課題解決を図りつつ里山工学の体系を確立すること
を目指します。
　このため里山創成研究ユニットを設定します。

里山創成
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地域連携機構が目指す３つの目標



5 6Scale-sensitive Regional Industries Laboratory

　 里山創成研究ユニット

　「都市マネジメント」とは、都市化および肥大化した現代社会の機能をどのように維持・更新し
ていくかという課題群を包括した概念です。都市化が都会だけの問題でないのは言うまでもありま
せん。例えば、道路や鉄道などの交通インフラ、電気や上下水道などの都市的ライフラインをどう
維持するかは、より過疎化が進む地方でこそ緊急性が高い深刻な課題です。大学はこれらの課題解
決に積極的に取り組むことが地域貢献の一側面として期待されます。

　「都市マネジメント」とは、都市化および肥大化した現代社会の機能をどのように維持・更新し
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せん。例えば、道路や鉄道などの交通インフラ、電気や上下水道などの都市的ライフラインをどう
維持するかは、より過疎化が進む地方でこそ緊急性が高い深刻な課題です。大学はこれらの課題解
決に積極的に取り組むことが地域貢献の一側面として期待されます。
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　本学のキャンパスが立地する香美市には今も里山空間が広がりますが、過疎化に伴い、利用され
なくなった土地や、管理放棄された植林地などが増えつつあります。太陽と水にめぐまれた高知の
里山は植物の生産性が高く、植物資源を調査し、戦略に基づいた土地活用を図れば、ある程度の収
入を伴った豊かな暮らしが実現できる可能性を秘めています。従来の成長重視の産業振興ではなく、
持続・均衡に重きを置く価値観で、里山を生活・生業の場として再構築する。これが「里山創成」
という新たな地域貢献の試みです。
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　人口の東京一極集中を是正するには、「都会のほうが稼ぎが多く贅沢ができる」という幻想を打ち
砕き、「地方の方がそこそこの収入で、ゆとりのある豊かな生活ができる」という現実を示すことが
カギとなります。そのため、まずは食べるに困らないだけの産業基盤が不可欠です。グローバル化の
進展で産業構造が大きく変わりつつあるいま、未来を見据えて地域の安定的な「産業育成」に寄与す
るのは、大学の重要な地域貢献の一つです。
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　 都市マネジメント研究ユニット 

  地域産業育成研究ユニット
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室長  菊池 豊

スケールセンシティブという新概念を提案し、地域に立脚した産業と生
活基盤の持続可能モデルを追究する
これまで地域情報化サイクル研究室として取り組んできた地域 IX 事業を踏まえ、再生可能エネ
ルギーを軸とする地域電力網のモデル化も加味して、域内自律型の地域構造を探る。

スケールセンシティブ地域産業研究室

　これまで、いくつもの地域の幸せ度を示す指標が発表さ
れています。地方もそれなりに幸せだぞと言いたいので
しょうが、どうも地方の得点が高くなるようにものさしを

作っているように思えます。それでは真の地方のあ
り方を議論することができません。もっと客
観性の高い、地方で感じる幸せの本質は何

かを突き詰めないと正しいものさしは
出来ないでしょう。
　別の話をしましょう。送電
網が発達する以前は、電力
会社は地域の地元の企業
でした。商用インター
ネットの黎明期には地域
ごとにインターネット
サービスプロバイダが雨

後の筍のように出来たものです。しかし、どちらも寡占化
が進んでしまいました。なぜでしょう。地域の会社では商
売ができないのでしょうか。
　インターネット、電力事業、そして地域での生活、これ
らはどれも大変私には魅力的に感じます。その本質は自分
の必要なことを自分で行うからだと思うようになりまし
た。必要なモノやサービスを自分で作る、自分だけで作れ
ないなら知人と作る、それでも出来ないならコミュニティ
で作る。生活におけるこの成分が大きいほど楽しく愉快に
過ごせるように思うのです。
　この概念を数理的に表現することは出来ないか、この概
念で地域の新しい産業モデルを創出出来ないか。本研究室
では地域志向型の通信事業と再生可能エネルギー事業とを
大学発ベンチャーとして起業し、実践を通じた構成的なア
プローチで次世代の地域を探ってます。

k 社会に見られるスケールフリー性

　社会に良く見られる構造に、スケールフリー(scale free)性という数学
的な特性を持つものがあります。これはより大きな組織がより多くの対
象を獲得するという普遍的な性質で、情報通信ネットワークやWEBのリ
ンク関係、電力網、はたまた人間の知り合い関係にも存在することが広
く知られるようになってきています。
　これは経済で考えると、国内では東京への一極集中、世界では「～メ
ジャー」と呼ばれる一部の企業がマーケットを独占する構造に当てはま
ります。すなわち、多くの産業が水平に統合され、巨大企業にならない
と継続性を持ちえないことを示しています。
　地域の目線では、このスケールフリー性が社会維持に大変な困難を持
ち込むと考えることも出来ます。地域で価値を創造し、地域が自立・自
律して行くためには、このスケールフリー性と異なるモデルによる社会
構造が必要なのです。

k スケールセンシティブへの挑戦

　人工言語理論で、文脈のある/ なしを context sensitive / free と呼びま
す。これにならって、スケールフリーの対極となる概念、すなわち地域
向きの社会構造を表す性質をスケールセンシティブ(scale sensitive)と命
名しました。
　スケールセンシティブな構造の特徴は、経済性やQoL（quality of life）
と言った社会の指標が、必ずしも規模とは連動しないことを意味してい
ます。それぞれの最適な規模が、地域社会の規模と同程度に落ち着くよ
うな構造を示す概念です。
　この構造を実現するためには、従来の価値の概念を変えていく必要が
あります。均質な要素が大量にあることを良しとするような経済指標が
必ずしもQoLとは相関がないということを見極めることにより「個々の
地域やコミュニティに準拠した生産活動や役務活動の方が品質は高いの
である」というような概念を広めることが重要と考えています。
　本研究室では、スケールセンシティブな地域産業、特に再生可能エネ
ルギーを軸とした電力ネットワークや情報通信ネットワークなどを題材
に研究を進め、地域が活力を取り戻すための産業を構想・実装すること
を目指します。さらにこれらの成果を本学で始める新しい学問「里山工
学」に反映していきます。

k k 

特任教授/博士（工学）



室長  松本 泰典

ローテクとハイテクの融合で地域密着型の”ものづくり”を推進
地域の基幹産業である農水産業から得られる資源は、これまでに生産性の向上を目指した科学技術の導入が
行われ、その成果には目覚ましいものがある。しかし、昨今の地域の重要な課題である人口減少の抑制、雇用
創出から、これまでの技術開発に加え、新たな技術が求められている。これに応えるべく地域資源に価
値を付与することをテーマに、さまざまな分野の先端技術の研究開発を融合し推進する。

ものづくり先端技術研究室

　本研究室は、主として高知県内の企業とタッグを組み、技術のレベルアップ、新製品・新事業の
開発を進めてきました。今後もこの方針を基本としながら、高知県内はもとより、県内外の研究機
関・他大学とも共同で技術開発に取り組んでいきます。これまでの研究テーマであるスラリーアイ
スや海洋深層水に関する研究開発にとどまらず、さまざまな産業における新たなニーズを「ものづく
り」の観点からくみ上げ、形にしていきたいと考えています。

k 地域のニーズに応える

　本研究室がめざすのは、ハイテク技術そのものの研究ではありません。
高知県の地場産業である漁業、農業、林業、土木建設業、および最近注目さ
れている福祉・介護産業、環境産業などの分野で、ローテク技術の上に自
動化、集約化などのハイテク技術を加え、付加価値を高めることによって、
他ではできないユニークな、そして人々の役に立つ製品を研究開発するこ
とが、本研究室のポリシーです。
　本研究室では、地域密着型の“ものづくり”をテーマに、「海水利用関連装
置」「福祉・介護装置」「土木建設機械」「環境対策装置」「農業・林業関連装置」
の 5分野で研究開発プロジェクトを推進してきました。資金や研究開発体
制等に恵まれない地元企業の「駆け込み寺」として存在価値を高めていき
ます。

k 研究・活動実績（プロジェクト例）

 Ý 凍結濃縮システムの研究
　加熱すると成分の変質や、香りが損失してしまう液状食品を濃縮するた
め、液体中の水（H2O）を氷にし、含有成分の品質を損なうことなく濃縮可
能な装置の開発に取り組んでいます。
＜プロジェクト例＞
・2009（平成 21）-2010（平成 22）年度ＪＳＴ研究成果最適展開支援事業  
フィージビリティスタディ可能性発掘タイプ　シーズ顕在化に採択
・2012（平成 24）-2014（平成 26）年度四国経済産業局戦略的技術高度化
支援事業に採択

 Ý 「スラリーアイスの製造・貯蔵・輸送の研究」（産学官共同）
　塩分濃度 1wt％以下の塩水からスラリーアイスの製造が可能な装置開
発の他、氷充填率（IPF）が一定で貯蔵および輸送が可能な貯氷タンクの開
発に取り組みました。
＜プロジェクト例＞
・2005（平成 17）年度ＪＳＴサテライト高知の事業に採択
・2006（平成 18）、2007（平成 19）年度四国経済産業局地域新生コンソー

シアム研究開発事業に採択
・2011（平成 23）年度日刊工業新聞社「第６回モノづくり連携大賞」受賞
・2014（平成 26）年度文部科学大臣表彰「科学技術賞（技術部門 )」受賞

 Ý 「生鮮食品等の高衛生・鮮度保持に関する新たな冷却媒体生
産システムの研究開発」

　食品添加物として近年認証された次亜塩素酸を含有した塩水溶液から、
スラリーアイスの生成がワンパスで、すなわち貯氷タンクを必要とせず製
氷装置からダイレクトに氷充填率 25％のスラリーアイスが生成可能な機
構の開発に取り組んでいます。
＜プロジェクト例＞
・2014（平成 26）-2016（平成 28）年度高知県産学官連携産業創出研究推
進事業委託事業に採択

 Ý 「生鮮魚介類の鮮度保持システムの研究開発」（産官学共同）
　高知県内の水産研究機関、企業との連携を図り、近海漁業で漁獲される
魚介類の長期鮮度保持方法の開発に、保存水質と各魚介類の鮮度との関係
を調べアプローチしています。
・2008（平成 20）年度ＪＳＴ地域イノベーション創出総合支援事業（地域
ニーズ即応型）に採択
・2013（平成 25）-2015（平成 27）年度ＪＳＴ第３回復興促進プログラム
（マッチング促進）に採択
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 准教授/博士（工学）

システム工学群兼任

Manufacturing Research Laboratory

環境理工学群兼任
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室長  古沢 浩

ローカルデータを地域資源として活かす
地域連携機構が積み重ねてきた社会実装の試みを中心に、地域に眠る様々な未

活用データ群の収集・価値化を行ない、地域社会の未来をデザインする。

地域実装工学研究室

k 背景

　データ経済の主戦場が「個人（ヒト）からモノへ」と移ると言われ始
めて久しいですが、データ経済・第 2 幕では、個人消費市場と連動した
第１幕とは異なり、地域に眠る種々の未回収データが価値化の潜在性を
有すると期待されています。しかしながら、どんなデータ群をどのよう
に利活用すると、地域に社会イノベーションをもたらすかの定型解は未
だ存在しません。個人データ流通を基盤とする従来型データビジネスの
枠にとらわれない、臨機応変な設計戦略が必要とされています。そして、
このような流動期にこそ、地域固有のシステムデータを、地産地消型の
受益目的としてだけでなく、市場流通性のある「デジタル資産」に転換
し利活用することを目指すべきなのです。これにより、地域資本の域外
流出に一定の歯止めをかけられると期待されるからです。

k スマート農林業とデータ工学

　データの価値化ステップは「通信・収集・加工・分析・流通」の５ステッ
プに分けられます。このとき、通信・分析インフラのローコスト化なら
びに分析技術のオープンソース化が急速に進行していることを考慮する
と、地域課題に応じた設計戦略が最も必要なのは、データの「収集・加工」
ステップであることが見えてきます。
　そこで当研究室では、スマート農林業の実装における大学ならではの
貢献として、「どんなデータ群を収集し、どう加工・分析することで市場
流通性を付与できるか？」に焦点をあて、工学的見地からデータマネジ
メントを実践します。
　具体的には、本地域連携機構がこれまで関わってきた木質バイオマス
事業（燃料製造と発電）および施設園芸農業におけるデータ群（物質・
エネルギー・お金の３つのデータ流に分類し、環境変数および空間情報
と紐づけられた形で格納されたシステムデータの総体）に対して、市場
流通性付与（デジタル資産化）するうえで有効な「収集・加工・分析」法を、
様々な事業において提案検証していきます。
　これらの実践の基底をなす設計戦略群より抽出される方法論は、デー
タ工学と呼ぶことができます。そして当研究室の目標は、データの工学
的マネジメントの実践を通したデータ工学の確立にあります。

k k 

　言説から映像に至る種々データは、構成要素と
して見たときテキストデータと数値データの2種に
還元されます。2構成要素はどちらも、紀元前に発
明されてから今に至るまで数千年間、各々に固有
な言説的アルゴリズムと数学的アルゴリズムに
従って展開・運用されてきた情報媒体です。近年
のデータ経済圏の爆発的拡大は、これらの情報媒

体を「脳内データ」ではなく「計算機内データ」と
して扱うことにより、従来とは全く異なる多種多様
なアルゴリズムに基づいた大規模かつ統一的展開・

運用することが可能となり、社会変革を促す未曽有の威
力を発揮することを明示しております。ゆえに計算機内
データは、文字、数字の発見に続く、これらとは異質な
第3の情報媒体と見なすことができるのです。
　以上が、紋切型表現となりつつある「Society 5.0」と
いう言葉のデータ工学的含意です。歴史的分岐点に立っ
ていることに変わりはありません。このような長期的視
座から、地域経済のリフォーム案を提言実践することに
より、地域におけるシンクタンク・インキュベーション
機関の一翼を担って参りたいと考えます。

教授  /  博士（工学）

Laboratory for Regional Implementation of Engineering



客員教授/博士（工学）
角崎 巧
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センター長  那須 清吾

文理統合による社会シミュレーションと政策・経営ソリューション創造
社会科学と自然科学の統合により、複雑な課題・現象を分析・再現し、将来を予測するとともにソ
リューション効果を予測することで、実際に社会を経営するための役に立つ学問を目指す。

社会マネジメントシステム研究センター

　当センターでは、具体的課題として、①吉野川流域および
高知平野における気象学、土木工学、経済学の学術統合
研究（気候変動適応技術社会実装プログラム
(SI-CAT)）、②国内外の地方自治体の道路インフラア
セットマネジメントの汎用システム開発・実装（内閣
府戦略的イノベーション推進プログラム(SIP)）、③
市議会の機能強化と目的に対応した行政改革支援（香
南市議会）、④金銭量と物理量によるハイブリッド産
業連関分析システム開発と地域経済波及効果分析（木
質バイオマス事業創造と地域インパクト評価）、⑤喫
煙・飲酒と脳の委縮現象の関係性分析と緩和飲料の開
発、など着実に成果を出していきます。

　防災は身近な問題でありながら、日常の生活ではな
かなか意識できないものです。しかしながら、一旦大
災害が発生すると、残念ながら一般の人々にも多
数の後悔を引き起こすものでもあります。江戸時
代には大堤防は存在しませんでした。その結果
人々は中小の津波でも多少の被害を被り、それに
より大津波の恐怖を認識することができまし
た。現代では中小の津波に対しては万全の備え
を講じており、それによる被害はないものの、
逆に災害に対する認識が甘くなっているのかもし
れません。本研究室の活動が現代人の防災意識に何
らかの助けになるよう活動を続けています。

k 学術統合の必要性

　我々の世界は、気候変動や水資源問題、環境エネルギー問題、少子高齢
化や低成長問題、さらには社会基盤の老朽化による安全安心に対する脅威
など、さまざまで複雑な課題に直面しています。社会における経営問題や
政策課題に対するソリューションを生み出す方法は、学術分野毎に存在し
ますが、複雑化する社会的課題の再現やソリューション創造は単独学術分
野では困難になってきています。個々の学術分野の分別性（分離・個別的
な認識）ゆえに、社会の将来にとって重要な依他性（つながり・関係性に
目覚めた認識）とその結果としての将来見通しや対応方法にたどり着くこ
とが困難なのです。しかし、たとえ困難でも、真実性（全てはつながり・
関係性において存在本来一つであること）から学術分野の関係性を構築す
ることで、ソリューション創造が実現出来ることを示す必要があります。 
学術分野は、第一に基礎的な原理に関する研究（基礎研究）、第二に基礎
研究の応用研究、第三に応用研究
の実装研究に分類されます（右図
参照）。
　ここで重要なのは、実装研究に
おける社会科学と自然科学の統合
研究です。実社会と学術、現象と
認識を繋ぐ trans-discipl inary
および、学術分野を統合する 
inter-d isc ip l inaryを研究体系
とすることで、あらたな研究分野
の構成・発展に寄与できるのです。

k 社会マネジメントシステム学

　社会マネジメントシステム研究センターでは、地域活性化や事業創造、
行政経営や地域経営などの個別的課題を解決するための社会マネジメン
トシステムの創造により社会貢献を行っています。社会貢献を通じて学術
的研究を実践し、その成果を検証することで更に学術的論理を進化させる
マネジメントサイクルにより、研究と社会貢献が一体化した取り組みを
行っています。
　本センターが提案する”文理統合による社会シミュレーションと政策・
経営ソリューション
創造”は、主として工
学、心理学、経済学、
経営学の統合により
社会現象を再現・分
析し、政策・経営戦
略の効果を評価する
ことで真に社会が求
めているソリュー
ションを創造し意思決定することを目指します。対象とする分野は、これ
までの高知工科大学 21世紀 COE“社会マネジメントシステム学”で研究
実績を蓄積してきた災害マネジメント、社会基盤維持管理と安全安心マネ
ジメント、地域エネルギー政策マネジメント、地域活性化経営（産業、福
祉）、気候変動適応策です。

k k 

社会システム、経営
システムの仮説（行政経営、
事業形成、政策立案などの
方法論・システム仮説）

社会貢献による実験
（具体的なシステム構築
  および運用）

システム設計、プロセス設計
の論理・構造検証（ロジックの
検証と新たなロジック構築）

社会貢献の成果確認
（パフォーマンス、プロセス確認）

創造（一次 )
モデル

展開（二次 )
モデル

統合（三次 )
モデル

文化

学術

社会基礎研究
・理論

応用研究・
理論・技術

実装研究
社会科学および自然科学
応用理論・技術の統合

学術分野
の構造

 教授 /博士（工学）

経済・マネジメント学群兼任

助教（ポスドク研究員）/博士（工学）
吉村 耕平

客員教授/博士（工学）
甲斐 芳郎

Integrated Emergency Management LaboratoryIntegrated Emergency Management Laboratory

室長  佐藤 愼司 

最先端技術と地域をつなぐ、最先端技術で地域を守る　　
2011東北地方太平洋沖地震は２万人近くの尊い命を奪い、今も東北地域を中心に産業や
生活に深刻な影響を与え続けている。千年の時を経て繰り返す極大災害に対しては、人
間は過去の記憶だけで備えることはできない。人知を超える自然の猛威に対して、最先
端のあらゆる技術を統合し、災害に対して最善の対応を目指す。

統合減災マネジメント研究室

k 世界の最先端の技術を高知に結集

　我が国は地震、津波に限らず、台風、高潮、火山噴火を始め、様々な自然災
害に見舞われてきました。それに対して、先人達は多くの知の結晶により
対応してきました。今日では耐震工学、耐津波工学の分野等において我が
国は世界最先端の技術を有しています。
　本研究室では、我が国の地震や津波等の様々な災害に関わる最前線の研
究をしている第一線の研究者と親密な関係を築き、彼らと最新の研究成果
を共有しています。

k 世界の最先端の技術を高知へ展開
　
　集積した最先端の技術は、大学内に留めるのではなく、地元の企業や自
治体などの現場で実際に活用されるよう展開します。具体的には、技術を
現場で利用してもらうための技術講習や、減災のための災害マネジメント
にこれらの技術をどのように活かしていけばよいのか勉強会を開催して
います。これにより、技術に精通した多くの技術者を育み、地域のニーズに
即した様々な災害情報の要望に対して、肌理の細かい対応ができるように
なることを期待しています。また、地元の企業が技術面で他県に対して優
位に立つことにより、新たなビジネスチャンスと結びつくことも期待して
います。

k 世界の最先端の技術を高知で活用

　地震、津波、土砂災害といった様々な災害から人命を守るのは当然のこ
とながら、広域の長期浸水を伴う津波被害に対しては、被災後の復興が重
要なキーワードとなっています。より効果的な復興活動のためには、事前
の復興計画の策定が有効なことは言うまでもありませんが、そのために
は、被害の具体的なイメージを市民の間で共有することが大切です。高知
工科大学では、高知県内各地の地震被害推定や、津波に対する避難シミュ
レーションなど、地域の減災に役立つ研究を行っています。

k 減災に向けた映像情報の発信

　地震時に建物がどのように振動するのか、津波が地域にどのように押し
寄せるのか、解析結果は全て数値で表現されています。しかし、そのような
数値を眺めても、実際の地震や津波のイメージを持つことは不可能です。
そこで、最新の可視化ツールを用いて、解析結果をわかりやすいアニメー
ションとして公開しています。これにより、一般の方にも自分の身の回り
が地震時にどのような状況となるのか、津波がどのように押し寄せるのか
容易に理解ができるようになります。

k 

k 

k 

k 

 教授 /博士（工学）

システム工学群兼任
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客員研究員
Handityo Aulia Putra

   

室長  朴 啓彰

健常脳のビックデータから健康寿命と
運転寿命の同時延伸を目指す
脳ドックという日本独自の予防医学から創出される健
常脳のビックデータから「交通脳データベース」とい
う新たな概念を提起し、健康長寿と運転寿命を共に延
ばして、超高齢社会を活性化する。

地域交通医学・社会脳研究室

 生活習慣の乱れで、脳の毛細血管がゴース
ト化して、白質病変が生じます。白質病変
は認知症の危険因子です。できるだけ早
い時期に、脳ドックを受けることをお薦め
します。脳を知れば、人生が変わります！

k 脳ドックのビックデータから運転挙動
　と脳構造との因果律を紐解く

　「運転は脳が司る、だから脳を調べる」と言う研究コンセプトに基づ
き、脳ドックで得られる健常脳の2万件を越えるデータベースから、脳の
MRI構造データ（脳部位容積と白質病変容積）と運転挙動との関係を明ら
かにします。横断的データ分析から、交通事故歴と大脳白質病変との有
意の関連性を既に報告していますが、脳ドックリピーターの縦断的デー
タ分析から「脳と運転挙動」との経時的因果関係の解明が進行中です。
　平成29年10月から、高知県の地域中核医療施設である医療法人松田会
愛宕病院リハビリテーション部との協働で、認知症疑いの高齢ドライ
バーを対象にした自動車運転外来を開設しました。認知症疑いの高齢ド
ライバーに対する認知症診断のみならず、認知リハビリテーションを施

行して安全運転能力の向上を目指す新たな試みを高知県警の指導・協力
のもとに行っています。リハビリによる脳刺激を行い、高次脳機能検査
やドライビングシミュレータ評価のリハビリ前後の変化量とMRI脳デー
タの変化量から、高齢ドライバーの危険運転行動と関連する脳特徴量を
見出します。高齢者講習や臨時認知機能検査等における高齢ドライバー
の危険運転事故防止の水際で、脳と運転との関係を明らかにする試みで
もあります。
　さらに、日本損害保険協会の研究助成を受けて平成30年4月から3年
間、過疎地域（田野町を中心とした中芸地域）で、高齢ドライバーの運
転に関する事案（違反事故、交通事故、免許返納等）を目的変数に、脳
を含む生体・健康データを説明変数にするpopulation-basedの追跡調査
研究を行います。このコホート調査から脳と運転寿命との関連性が明ら
かになると期待しています 。

k 

 客員教授/博士（医学）

高齢者の個人差

脳の個人差

危険運転行動・交通事故

70歳同年齢A・BのMRI脳画像

A B

運転能力の差

経時的MRI脳構造データ

運転挙動の経時的変化量に
対応する脳特徴量を見出す

自動車運転外来の概要図

Traffic Medicine and Social Brain Laboratory

高知県田野町における「脳と運転」に関するコホート調査の概念図

運転寿命運転寿命

健康寿命健康寿命

脳の健康脳の健康

田野町田野町
人口約2700人の 
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高齢者の割合が40%
を越えている。

人口約2700人の 
四国で一番小さい町
高齢者の割合が40%
を越えている。

2050年の日本は
高齢化率40%以上
になっている。
30年後の日本の姿
である田野町での

「脳と運転」に関する
コホ ート調査は

高齢ドライバー対策に
大きく寄与する。 
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になっている。
30年後の日本の姿
である田野町での

「脳と運転」に関する
コホ ート調査は

高齢ドライバー対策に
大きく寄与する。 

高齢脳の特徴は、
白質病変と脳萎縮である。
これらは生活習慣と
大きく関係している。
白質病変と脳萎縮から
脳を守るためには、

適正飲酒・禁煙・厳格な
血圧管理が肝要である。

高齢脳の特徴は、
白質病変と脳萎縮である。
これらは生活習慣と
大きく関係している。
白質病変と脳萎縮から
脳を守るためには、

適正飲酒・禁煙・厳格な
血圧管理が肝要である。

交通違反↓交通事故↓免許返納↓交通違反↓交通事故↓免許返納↓

客員研究員
土居 貴之

少子高齢化社会における地域の交通問題を解決し、
必要な移動手段を維持していく
少子高齢化を迎える地方が抱える交通諸問題に対して、これまで本
学が取り組んできた KUSANONE-ITS の成果や最新の研究成果を
活用し、未来の移動手段を実現するための研究を行う｡

地域交通研究室

　2019 年度から、地域公共交通研究室と地域道
路交通研究室は再統合されて地域交通研究
室となりました。これまで、新たなバス
停の設計や運行系統の見直し、およびバ
ス路線図のデザイン等、高知の公共交通
問題に取り組んできました。今後も、高
知の交通基盤研究の中心として研究室を
盛り立てていきます。

室長  重山 陽一郎
 教授 /博士（工学）

システム工学群兼任

西内 裕晶西内 裕晶
講師/博士（工学）

システム工学群兼任

k 生活基盤としての公共交通

　人口の減少は、公共交通の減便や路線廃止を招く一方で、公共交通が
少ないが故に頼りとしてきた小型自家用車の運転も高齢化によってます
ます困難になるため、過疎地域の高齢者は買い物や通勤などの日常生活
の先行きに大きな不安を抱えています。そのような背景の中で、公共交
通の再構築を図ることは、地域社会の未来にとって重要なテーマです。
地域社会基盤としての公共交通に求められるシステム・計画的側面をさ
らに追及します。例えば、バス路線の合理的再編や、路面電車の再評価、
災害時の公共交通の初動対応など、ハード・ソフトにまたがって幅広く
未来の公共交通基盤のあり方を考究します。

k 地方ならではの道路交通問題

　過疎化や高齢化はわが国の地方が抱える共通の課題であり、中でも中
山間地に過疎高齢の集落が散在する高知県では、交通こそが地域社会存
続の最も重要な基盤となっています。地方都市においても、依然として
発生する交通渋滞や交通事故に加え、高齢ドライバーが増加する中での
道路交通のあり方など、解決すべき道路交通問題が多くあります。その
ような背景の中で、今後の地方都市における道路交通基盤の活用方法を
提案することは、地域社会の未来にとって重要なテーマです。地域 ITS
の技術的側面をさらに普及発展させるとともに、地域社会基盤としての
道路交通に求められるシステム・計画的側面をさらに追及します。例え
ば、道路ネットワークと公共交通ネットワークの再評価などへの都市計
画的視点からのアプローチ、それに関係する交通モニタリング手法の開
発、さらに高齢者向け地域限定免許の制度設計など、ハード・ソフトに
またがって幅広く未来の道路交通基盤のあり方を考究します。

Public Transport Laboratory





准教授/博士（心理学）
鈴木 高志
共通教育教室兼任

明日の学校教育を地域と共に創る
グローバル化、情報化、技術革新などの社会の急激な変化に柔軟に対
応でき、新しい未来を主体的に切り開いていける若者を育成すること
は急務。これに対応できる学校教育を実現するため、地域の学校や教
育機関との協働により、高度な教育実践の方法を開発する。

地域教育支援センター

　学校教育はいまだにすべてのことに「正解」があっ
て、それを覚えるための教え方をしているように見
受けられます。しかし、それだけでは解決できな
い問題が山積しているのが 21 世紀です。正解の
ない問題について、子どもたちが、自分なりの考
えをもち、みんなと話し合い、より良い解決策を
創り出していくことのできるようになるために、
学校は何ができるのでしょうか。教師はどのよう
な役割を果たせば良いのでしょうか。
　子どもたちは、元気で、パワーにあふれ、生き生
きと学び続ける先生と一緒に学びたいはずです。地
域教育支援センターは、そのような生涯学び続ける
先生をサポートし、共に新しいものを創り出してい
きたいと思っています。

k 地域教育センターのビジョン

「学びあふれる新しい高知県づくり」
○高知の子どもたちに学ぶ楽しさを伝えたい
○県民が学び続ける風土づくり

k 地域教育支援

　各学群の代表によって構成された、地域教育支援・連携業務の企画、
運営、評価・検証を行う全学組織で、主に、以下のような活動を行なっ
ています（一部は高知県教育委員会との連携協定に基づいた活動）。
①児童生徒の教育指導 （訪問教育、科学教室の実施などによる大学の教
育・研究の成果の普及）
②地域教育に関わる学生団体支援（地域教育支援活動を通じた学生の学
びと成長）
③新しい教育手法の研究と提案 （アクティブ・ラーニングなどの新しい
教育手法に関する研究）
④高知工科大を中核とした学園都市づくり （地域における高等教育の新
しい役割の創造）
⑤教育実践に関する共同研究（個別の学校との共同研究や支援）
⑥学校教育の高度化支援（数学コンクールの開催、研究発表会や英語ス
ピーチ・ディベートコンテスト等の共催など、教科教育の高度化等に関
する支援）

k 地域教育高度化研究

　教育実践の高度化を実現するために、現職の教員を客員研究として招
聘し、以下の研究を進めています。
[客員研究員と研究テーマ ]
◇田村香江（香美市教育委員会 教育振興課 学校教育班 指導主事）
 「コミュニケーション能力を育成するための英語教育の高度化に関する
研究－香美市の保幼小中における一貫したカリキュラムと指導法の開発
－」
◇濱田久美子（高知県教育センター企画監次世代型教育推進担当、前山
田高等学校長）
 「香美市における異校種接続による教育の高度化に関する調査研究」
◇前田賀代（山田高等学校 商業科教諭）
 「商業教育を生かした地域貢献活動に関する調査研究」

k 学校教育心理　長期調査研究

　学校教育の改善と効果的な教育実践のあり方を探ることを目的として、
児童生徒の成長に関する長期調査研究を行います。（担当　鈴木高志准教
授、村上達也講師）

k 

k 

k 

k

センター長  長﨑 政浩
教授 / （学校教育学修士）

1615 Center for Local Sustainability Research Organization for Regional Alliances

代表者　　｠ 資金出所　事業名称／研究テーマ
重山　陽一郎
重山　陽一郎
重山　陽一郎
重山　陽一郎
西内　裕晶
西内　裕晶
西内　裕晶
高木　方隆
菊池　豊

朴　啓彰
朴　啓彰
朴　啓彰
朴　啓彰
朴　啓彰

太田　学
刈谷　剛
沖田　学
甲斐　芳郎
甲斐　芳郎
松本　泰典

松本　泰典

松本　泰典
那須　清吾

那須　清吾

那須清吾／刈谷剛
渡邊　法美
鈴木　高志
鈴木　高志
鈴木　高志
浜田　正彦
浜田正彦／村井亮介
浜田正彦／村井亮介
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受　託
共　同
科　研
共　同
受　託
科　研
共　同

科　研
科　研
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受　託
助成金
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受　託

共　同
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科　研
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安田町地域公共交通網形成計画等策定委託業務
佐川町地域公共交通再編に係るアドバイザー業務
田野町地域公共交通網整備支援業務
道路設備の予防保全に関する研究
＜基盤研究C＞地方都市における公共交通利用者の利用頻度変化モデルの構築
交通事故リスクマネジメント手法の研究開発
田野町主要施設等移動手段実態調査業務
＜基盤研究B＞アグロフォレストリーのための統合ボクセルモデルの構築
「日本万国博覧会記念公園　新たな魅力発信事業」における研究活動や留学生を活用した近隣大学等との連携
による情報発信
＜基盤研究B＞脳情報とパーソナリティに基づく自動運転想定下の危険場面回避に関する基礎的検討
＜挑戦的研究・萌芽＞大規模健常脳MRI データベースを利用した 3D映像酔いの脳内メカニズム解明
＜基盤研究B＞高齢ドライバーの生理的老化及び病的老化と運転行動の関係に関する基礎的研究 
＜JST：革新的研究開発推進プログラム（ImPACT）＞脳情報の可視化と制御による活力溢れる生活の実現
＜自動車事故防止対策研究助成金＞自動車事故防止対策研究助成金（高齢者の脳を含む老化情報と交通事故
との関連性に関する研究）
＜若手研究B＞健常中高年ドライバーの白質病変と危険運転行動の定量的コホート分析
＜挑戦的研究・萌芽＞保健医療行政における計画策定方法とプログラム評価手法の確立に関する研究
＜基盤研究C＞軽度認知障害が疑われる高齢ドライバーのための集学的リハビリテーションに関する研究
平成 30年度高知県営住宅被害予測基礎調査委託業務
平成 30年度高知県 CLT活用木造住宅設計委託業務
＜JST・研究成果展開事業　研究成果最適展開支援プログラム（A-STEP）＞農業ハウスの広域CO２噴霧器の
研究開発
＜高知県産学官連携事業化支援事業費＞生鮮食品に対応する次亜塩素酸スラリーアイスの自動生成システム
の開発
＜高知県産学官連携産業創出研究推進事業＞ユズ成分の機能性を利用した健康領域新産業創出
＜JST：戦略的イノベーション創造プログラム（SIP）＞道路インフラマネジメントサイクルの展開と国内外へ
の実装を目指した統括的研究
＜JST：気候変動適応技術社会実装プログラム＞平成 30年度気候変動適応技術社会実装プログラム（気候変
動の影響評価等技術の開発に関する研究（（（iii）自治体における気候変動適応の推進体制構築及び汎用的な影
響・適応策評価技術開発支援（c：四国における水資源・防災・農業・林業を主とした気候変動適応の推進体
制構築及び汎用的な影響・適応策評価技術開発支援）））による委託業務
保健医療行政における計画策定方法とプログラム評価手法の確立に関する研究
＜基盤研究A＞建設技術者の生きがいの向上方策
＜基盤研究C＞意志道力学（ｳｨﾙﾀﾞｲﾅﾐｸｽ）の創成と推進
＜新学術領域＞メタ認知促進プログラムによる教師の指導行動改善に関する研究
＜新学術領域＞学校教育現場における無気力の規定因の解明：家庭環境と友人環境に着目した縦断的検討
平成 30年度のいち動物公園植物パネル製作及び設置委託業務
平成 30年度四国カルストセラピーロード及び四万十川源流点植物ネームプレート製作委託業務
平成 30年度泰山公園植物パネル製作及び設置委託業務

& 2018（平成30) 年度外部資金等一覧 

受入額合計　　123,037,037 円

  （他、企業等の外部資金　10件）

共通教育教室兼任



沿革
2009（平成 21）年
4 月　地域連携機構発足

大学の社会貢献や地域貢献への期待により強力に応えるべく、本学の
公立大学法人化と同時に地域連携機構を設立した。
従来、総合研究所のもとで特に地域貢献の性格が強かった以下の5
つのセンターを、あらたに連携研究センターの研究室として再配置す
ることとした。
地域 ITS社会研究室（熊谷靖彦 )
地域情報化サイクル研究室（菊池豊 )
知的認識システム開発研究室（竹田史章 )
バイオカーボン開発研究室（坂輪光弘 )
ものづくり先端技術研究室（松本泰典 )
同時に、これらの個別研究室のシーズを横断的につなぎ、あるいは地
域の課題構造そのものを分析し社会システムとしての提案につなげ
るための地域連携センターが構想され、次の2つの研究室が新設配
置された。
連携企画研究室（中田愼介 )
地域活性化研究室（永野正展 )

4 月　地域連携機構発足記念講演 4 月 23 日（木 )
            「地域活性化と大学の役割－地域連携機構の意義－」（地域活性学会
　　　会長清成忠男 )

2010（平成 22）年
4 月　連携研究センターに「補完薬用資源学研究室」（渡邊高志 )新設
8月　経済産業省・産学連携人材育成支援事業に採択
            テーマ：「高知工科大学地域連携機構を核に大学教員と地域人材が
            共に育つシステムモデルの試行」（代表：中田愼介 )
8 月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE) に採択
             テーマ：「地域植物資源コンテンツ拡充と利活用を促進する地域
             フィールド活動支援プラットフォームの研究開発」（代表：渡邊高志)
10月  連携研究センターに「地域公共交通研究室」（熊谷靖彦：兼任)新設

2011（平成 23）年
3 月　坂輪光弘教授退任により「バイオカーボン開発研究室」終了
4月　地域連携機構長に木村良（研究本部長、総合研究所長兼任 )着任
4月　社会連携部が新設され地域連携機構を担当
4月　「社会マネジメントシステム研究センター」（那須清吾 )新設
4月　連携研究センターに「地域交通医学研究室」（朴啓彰 )新設
7月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第１クール放送（7/11-15）

10 月  高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第２クール放送（10/17-21）
12 月  高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第３クール放送（12/12-16）

2012（平成 24）年
3 月　高知さんさんＴＶ（ＳＵＮＳＵＮスーパーニュース）地域連携機構
           特集第４クール放送（3/13-19）
3月　「知的認識システム開発研究室」がシステム工学群竹田研究室へ移行
4月　連携研究センターに「統合減災マネジメント研究室」（甲斐芳郎）新設
4月　社会マネジメントシステム研究センターに「財務会計研究室」
           （村瀬儀祐）新設
7月　地域連携機構発のベンチャーとして（株）グリーン・エネルギー研究  
           所発足。会長：永野正展教授、社長：那須清吾教授
８月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択
            テーマ：「『救荒植物（災害時食糧備蓄となる植物）』栽培適地評価シス
            テムと森林資源をリアルタイムに公開する地域基盤情報システムの
             研究開発」（代表：高木方隆 )  

2013（平成 25）年
5月　食のキャラバン「郷土の植物再発見－食文化観光の開拓－」開始
             前年度ＳＣＯＰＥの成果普及を目的に県内各地にて連続ワークショッ
             プを全6回開催。[1]香北町谷相（5/23) [2]高知市内（6/22) [3]梼原町
　　　（7/12) [4]室戸（9/20) [5]土佐市（10/20) [6]高知市（11/23)
8月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択
             テーマ：「災害時に事業継続性を発揮する情報通信インフラのための
             運用計画改善手法および冗長化技術の研究開発」（代表：岡村健志）

2014（平成 26）年
3月　中田慎介教授退任により「連携企画研究室」終了

3月　地域連携機構　活動総括　連続セミナー開始

             各研究室より、これまでの研究成果を総括する報告会を実施（全11回）

4月　連携研究センターに「国土情報処理工学研究室」（高木方隆）新設

4月　地域連携センターの「地域活性化研究室」を同センターに統合一本化

8月　総務省・戦略的情報通信研究開発推進事業（SCOPE)に採択

             テーマ：「分散システムの耐災害性・耐障害性の検証・評価・反映を
             行うプラットフォームとビジネスモデルの開発」（代表：菊池豊）

2015（平成 27）年
1月　宿毛市にて（株）グリーン・エネルギー研究所による火力発電所＆木質
　　　ペレット製造プラント竣工
3月　村瀬儀祐教授退任により「財務会計研究室」終了　
4月　地域連携機構改組

高知県立大学との法人統合に伴い高知工科大学永国寺キャンパス

を開設。ここに社会マネジメントシステム研究センターおよび社会
連携センター（地域連携センターより改称）を移転。あわせて地域共
生センターを新設。連携研究センターの研究室の改称等も含め、以
下のとおり
◆ 連携研究センター［香美キャンパス］（木村良）
      交通基盤研究室（熊谷靖彦：地域ＩＴＳ社会研究室、
      地域公共交通研究室を統合改称)
      国土情報処理工学研究室（高木方隆：継続）
      地域交通医学・社会脳研究室（朴啓彰：改称継続）
      スケールセンシティブ地域産業研究室（菊池豊：改称継続)
      統合減災マネジメント研究室（甲斐芳郎：継続)
      補完薬用資源学研究室（渡邊高志：継続)
      ものづくり先端技術研究室（松本泰典：継続)
◆ 社会マネジメントシステム研究センター［永国寺キャンパス］
     （那須清吾：継続）
      新公共工事システム研究室［香美キャンパス］（國島正彦：新設）
◆ 社会連携センター［永国寺キャンパス］（永野正展：改称継続）
◆ 地域共生センター［永国寺キャンパス］（浜田正彦：新設）

7月　高知工科大学紀要（第12巻　第1号）にて特集「地域連携機構6ヵ年の
活動総括」を掲載　
「地域連携機構のあゆみ　2009～2014」

7月　食のキャラバン「郷土の植物再発見－食文化観光の開拓－」第2シリー
ズ開始
2013年度に続き、連続ワークショップを全4回開催。[1]室戸市（7/4) 
[2] 高知市：牧野植物園（9/7) [3] 四万十市 （11/11) [4] 高知市
（2016/3/21)

11月  那須清吾教授、松崎了三教授のプロデュースにより高知龍馬空港に「空
飛ブ八百屋」開設

11月  文部科学省「気候変動適応技術社会実装プログラム」事業に採択
テーマ：「技術開発機関との協力による技術開発及び自治体の気候変
動による課題を踏まえた成果の試行、改良」（代表：那須清吾）

2016（平成 28）年
4月 　 「里山基盤科学技術の社会実装モデルプロジェクト」（通称：里山プロ

ジェクト）発足
6月　高知工科大学「植物園化構想」のもと香美キャンパスに植物パネルを設
　　　置
11月  食のキャラバン「郷土の植物再発見－食文化観光の開拓－」第3シリー
　　　ズ開始
　　　Food Caravan in Tokyoと題してワークショップを開催。[1]田町CIC

（11/18) [2]埼玉県児玉郡神川町（3/26)
12月　里山プロジェクトの拠点として土佐山田町中後入にて古民家を購入

2017( 平成 29) 年

3月　「交通基盤研究室」を後継2研究室に改編
4月　連携研究センターに「地域公共交通研究室」（重山陽一郎）新設
4月　連携研究センターに「地域道路交通研究室」（西内裕晶）新設
4月　地域教育支援センター及び「地域教育高度化研究室」（長﨑政浩）新設
4月　文科省・科研費などに里山プロジェクト関連で複数採択

科研費B：「アグロフォレストリーのための統合ボクセルモデルの構築」（代表：

高木方隆）

科研費C：「里山環境の人為的遷移の歴史分析ならびに野外実験にもとづく新里

山創成」（代表：渡辺菊眞）

科研費C：「地域特性を考慮した熱中症予防情報の提供に関する研究」（代表：赤

塚　慎）

四国クリエイト協会技術開発支援制度：「木灰を用いた地還型コンクリートの実

用化」(代表：大内雅博)

9 月　里山プロジェクト関連で学長裁量費学内公募採択
　　　テーマ：「フィールド研究を支援する マルチクラウドGIS-DB 　　
　　　Platform・テストベッド事業」
12月  「里山工学」を旗揚げ

2018 年（平成 30）年
３月　國島正彦教授退任により「新公共工事システム研究室」終了
４月　地域連携機構長に岩田誠（研究本部長、総合研究所長兼任）着任

2019 年（平成 31/ 令和元）年
3 月　浜田正彦センター長退任により「地域共生センター」終了
4月　地域連携機構改組
 センター長制を廃止して、目標に即してより柔軟な連携を可能とす

る研究ユニットを設置。これにともなう改編は以下のとおり
 ◆ 地域産業育成研究ユニット
 スケールセンシティブ地域産業研究室（菊池豊：継続 )
 ものづくり先端技術研究室（松本泰典：継続 )
 地域実装工学研究室（古沢浩：補完薬用資源学研究室の終了に伴

い研究資産を継承 )
 ◆ 都市マネジメント研究ユニット
 社会マネジメントシステム研究センター（那須清吾：継続）［永国

寺キャンパス］
 統合減災マネジメント研究室（佐藤愼司：甲斐芳郎室長交代継続)
 地域交通研究室（重山陽一郎：「地域公共交通研究室」と「地域道

路交通研究室」を再統合 )
 地域交通医学・社会脳研究室（朴啓彰：継続）
 ◆ 里山創成研究ユニット
 国土情報処理工学研究室（高木方隆：継続）
 ○ 社会連携センター（岩田誠・兼任：永野正展センター長交代継続）
 ○ 地域教育支援センター（長崎政浩：「地域教育支援センター」に　

　「地域教育高度化研究室」を統合改編）
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